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令和７年度 産業労働部 施策体系 
 

 

 

(１) イノベーションと新ビジネスの創出促進 

 ○ 県内各地における地域課題解決型ビジネスの創出に向けた支援 

 ○ 先端デジタル技術を活用できる人材の育成とスタートアップの創出 

 ○ ものづくり分野におけるビジネスプランのブラッシュアップから

事業立上げまでの伴走支援 

 

(２) 大学研究等を起点とした産業集積の促進 

 ○ 大学や研究機関等のシーズを活用した事業化の促進による価値創

出への支援 

 ○ 企業の本社機能、研究開発部門及びソフト産業等、若者や女性に

魅力のある企業の誘致の推進 

 

(３) 先端技術を使いこなす人材育成・リスキリングの促進 

 ○ 企業の成長戦略を実現する専門人材及び副業・兼業人材のニーズ

の掘り起こしとマッチング支援等 

 ○ 県内企業におけるデジタル技術の利活用を促進するために必要な

人材育成研修や経営者層を対象としたリスキリングについての意

識啓発セミナーの開催 

 ○ 若者の県内定着・回帰に向けた「やまがたＡＩ部」の活動支援等 

 

(４) 地域資源のリブランディングとグローバル展開の拡大 

 ○ 県産品の認知度・イメージを高める継続的な情報発信、ＷＥＢア

ンテナショップの運営等 

 ○ 県産品の認知度向上と販路拡大に向けた山形応援寄付金（ふるさ

と納税）受入事業の実施 

 ○ 県産日本酒を中心とした県産品の販路開拓・拡大に向けた海外プ

ロモーションの実施 

 ○ 酒田港利用拡大に向けたポートセールスの実施及びコンテナ航路

の利用に対する助成 

 

■ 世界に通用する新たな価値の創出促進 
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(１) 中小企業・小規模事業者の持続的な経営力の強化 

 ○ 県内企業のＤＸの取組み促進による生産性の向上支援 

 ○ 県内中小企業・小規模事業者、観光事業者等の経営力強化の取組

みに対する支援 

 ○ 中小企業の円滑な事業展開や経営基盤の安定化などに資する商工

業振興資金融資制度の充実 

 

(２) 事業承継・後継者育成支援 

 ○ 国が設置する「事業承継・引継ぎ支援センター」と連携した事業

承継の促進 

 ○ 伝統工芸品等産業の新規従事者に対する奨励金等の支給 

 

(３) 多様な人材の就労促進  

 ○ 外国人材の確保、受入環境の整備 

 ○ 市町村・産業界と連携した奨学金返還支援 

 ○ 県内就職を希望する女性を対象とした再就職支援 

 ○ 女性非正規雇用労働者の正社員化や所得向上を促進するための支

援金の支給 

 ○ 企業等におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

 

(４) 持続可能な社会づくりに求められる産業分野への参入促進 

 ○ 県内企業の「脱炭素経営」の推進と技術力・開発力の強化による

ＧＸ関連産業への新規参入・取引拡大の支援 

 ○ 次世代モビリティ産業参入のための新規参入支援と取引拡大支援 

 ○ 半導体関連産業における県内中小企業の販路開拓支援 

 

(５) 災害・危機に強い産業基盤の構築 

 ○ 県内中小企業・小規模事業者の防災対策等の事業継続力強化と災

害復旧の取組みに対する支援 

■ 将来にわたり持続可能で強靭な産業の構築 



　部局名：産業労働部

１　主な要求事業

(１)　世界に通用する新たな価値の創出促進

　①　イノベーションと新ビジネスの創出促進 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

1

産業創造振
興課、産業
技術イノ
ベーション
課

地域課題解決型ビジネス
創出事業費

18 ○

・県内各地における地域課題解決型ビジネスの創出
　に向けた支援体制の構築
・デジタル技術を活用した地域食材の新たな流通シ
　ステムの実証（農林水産部と連携）

2
産業創造振
興課

ＸＲビジネス創出事業費 64

産学官による「ヤマガタリアルメタバース研究所」
を核とした、
・ＸＲ体験機会の提供
・高校生など若者を対象としたＸＲ関連技術の習得
  機会の提供
・県内企業におけるＸＲ利活用の促進　　　　　等

3
産業創造振
興課

創業者総合応援事業費 33
・若者や女性、ＵＩターン希望者などによる創業の
　促進

4
産業技術イ
ノベーショ
ン課

ものづくりスタートアッ
プ支援事業費

13

・ものづくり分野のスタートアップ（創業）につな
  がるビジネスアイデアの掘り起こしからブラッ
  シュアップ、実践の場までの伴走支援及び創業に
  要する経費に対する補助

　②　大学研究等を起点とした産業集積の促進

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

5
産業技術イ
ノベーショ
ン課

新価値創出支援事業費 55
・ヘルスケア等新たな分野への参入支援
・大学や研究機関等のシーズを活用した事業化の促
　進による価値創出への支援

6
産業技術イ
ノベーショ
ン課

先端生命科学研究所教育
研究支援事業費

350
・慶應義塾大学先端生命科学研究所における教育研
　究活動への支援

7
産業技術イ
ノベーショ
ン課

バイオクラスター形成促
進事業費

29
・慶應義塾大学先端生命科学研究所の研究成果を活
　用した県内企業による事業化の促進及びバイオ関
　連産業の事業拡大・成長に向けた支援

8
産業創造振
興課

企業立地促進事業費 1,924
・県外から新たに進出する企業の設備投資や県内企
　業の増設等への支援

令和７年度当初予算　主な要求事業等一覧
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　③　先端技術を使いこなす人材育成・リスキリングの促進

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

9
商業振興・
経営支援課

プロフェッショナル人材
戦略推進事業費

35
・企業の成長戦略を実現する専門人材及び副業・兼
　業人材のニーズの掘り起こしとマッチング支援等

10
雇用・産業
人材育成課

デジタル人材スキルアッ
プ事業費

5
・県内企業におけるデジタル技術の利活用を促進す
　るために必要な人材育成研修の実施

11
雇用・産業
人材育成課

産業人材リスキリング啓
発・促進事業費

1
・経営者層を対象としたリスキリングについての意
　識啓発セミナーの開催

2
(再掲)

産業創造振
興課

ＸＲビジネス創出事業費 64

産学官による「ヤマガタリアルメタバース研究所」
を核とした、
・ＸＲ体験機会の提供
・高校生など若者を対象としたＸＲ関連技術の習得
  機会の提供
・県内企業におけるＸＲ利活用の促進　　　　　等

12
産業創造振
興課

若者育成・産業人材確保
推進事業費

5

・若者の県内定着・回帰の促進や県内企業の生産性
　向上などの取組みを推進する「オールやまがた人
　材確保・生産性向上推進協議会」の運営
・県内高校生がＡＩを学ぶ「やまがたＡＩ部」の活
　動支援
・進学予定の高校生等が県内企業の魅力を知るため
　の交流会等の実施

　④　地域資源のリブランディングとグローバル展開の拡大

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

13
県産品・貿
易振興課

届けよう山形の魅力プロ
ジェクト事業費

21
・県産品の認知度・イメージを高める継続的な情報
　発信
・ＷＥＢアンテナショップの運営等

14
県産品・貿
易振興課

山形応援寄付金受入事業
費

1,390
・県産品の認知度向上と販路拡大に向けた山形応援
　寄付金（ふるさと納税）受入事業の実施

15
県産品・貿
易振興課

県産日本酒輸出促進事業
費

31
・県産日本酒を中心とした県産品の販路開拓・拡大
　に向けた海外プロモーションの実施

16
県産品・貿
易振興課

酒田港物流拠点化推進事
業費

34
・酒田港利用拡大に向けたポートセールスの実施及
　びコンテナ航路の利用に対する助成
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(２)　将来にわたり持続可能で強靭な産業の構築

　①　中小企業・小規模事業者の持続的な経営力の強化

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

17

産業技術イ
ノベーショ
ン課、観光
交流拡大課

ＤＸ総合推進事業費 26
・産学官金による「山形県ＤＸ推進ラボ」のもと、
　企業に対するＤＸへの働きかけ、ＤＸに向けた伴
　走支援の実施

18

商業振興・
経営支援
課、観光交
流拡大課

中小企業経営力強化支援
事業費（うち稼ぐ力向上
支援事業・販路開拓支援
事業・観光施設等経営強
化支援事業）

236
○

一部

・県内中小企業・小規模事業者が行う収益力の向上
　やＤＸの推進に係る取組みに対する支援【新規】
・やまがた産業支援機構が行う中小企業・小規模事
　業者の販路開拓のためのモデル事業等への支援
・観光事業者等が行うＤＸの推進や高付加価値化の
　取組みに対する支援

19
商業振興・
経営支援課

商工業振興資金融資事業
費

88,683
・中小企業の円滑な事業展開や経営基盤の安定化な
　どに資する「商工業振興資金」の原資貸付、無利
　子融資に係る利子補給

20
商業振興・
経営支援課

信用補完対策費 983
・中小企業の保証料負担を軽減するための保証料補
　給

　②　事業承継・後継者育成支援

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

21
産業創造振
興課

事業承継促進事業費 7
・県内企業の事業承継に向けた早期の意識醸成を図
　るための国の「事業承継・引継ぎ支援センター」
　と連携した講習会の開催

19
(再掲)

商業振興・
経営支援課

商工業振興資金融資事業
費

88,683
・中小企業の円滑な事業展開や経営基盤の安定化な
　どに資する「商工業振興資金」の原資貸付、無利
　子融資に係る利子補給

22
県産品・貿
易振興課

伝統工芸品等産業新規従
事者確保対策事業費

20

・伝統工芸品等産業の後継者を確保するための新規
　従事者に対する奨励金等の支給
・全国の芸術系大学に通う学生等を対象とした就業
　体験プログラムの実施
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　③　多様な人材の就労促進

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

23

産業創造振
興課、産業
技術イノ
ベーション
課、雇用・
産業人材育
成課

外国人材確保・受入環境
整備事業費

16
○

一部

・県内企業における高度外国人材等の受入を促進す
　るための現地大学等との関係構築
・県内企業での高度外国人材のインターンシップに
　要する経費の支援【新規】
・県内企業が行う外国人労働者の生活環境改善のた
　めの取組みに対する補助

24
産業創造振
興課

やまがた就職促進奨学金
返還支援事業費

372
・本県の将来の担い手となる若者の県内定着・回帰
　を促進するための市町村・産業界と連携した大学
　生等の奨学金返還支援

25
雇用・産業
人材育成課

県内定着・回帰促進事業
費

25

・県内企業の情報を一元的に提供するポータルサイ
　ト「山形県就職情報サイト」の運営
・首都圏の大学等と連携した地方創生インターン
　シップの推進
・県外からのＵＩターン就職希望者に対する就職活
　動時の交通費の助成
・新卒者等の早期離職防止に向けた交流会等の実施
・大学１～３年生を対象とした合同企業セミナーの
　開催
・学生の県内就職に向けた意識醸成を図るための若
　手社員とのトークイベントの開催

26
雇用・産業
人材育成課

ＹＡＭＡＧＡＴＡ ｂｉｚ
ウーマン応援事業費

39

・大学等卒業後、就職したものの早期離職により再
　就職を希望する女性や移住等により県内就職を希
　望する女性を対象とした再就職支援
・企業における女性活躍の意識醸成や環境整備を促
　進するためのセミナーの開催及びキャリアコンサ
　ルタントの派遣
・県内の経営者と県内外で活躍する若手社員・学生
　との座談会の開催

27
雇用・産業
人材育成課

女性の賃金向上推進事業
費

53
・女性非正規雇用労働者の賃金引上げ及び正社員転
　換に対する支援金の支給

28
雇用・産業
人材育成課

企業等におけるワーク・
ライフ・バランス推進事
業費

7

・「やまがたスマイル企業認定制度」による企業に
　おけるワーク・ライフ・バランスや女性活躍等の
　取組みの推進
・「やまがたイクボス同盟」による企業経営者層を
　対象とした意識改革のためのトップセミナーの開
　催
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　④　持続可能な社会づくりに求められる産業分野への参入促進

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

29

産業技術イ
ノベーショ
ン課、産業
創造振興課

脱炭素経営加速化事業費 42 ○

・県内企業の脱炭素経営の推進のためのセミナーや
  ＣＯ　排出量削減の取組みへの支援
・ＧＸに関する研究会の設立と共同研究の実施
・脱炭素経営に取り組む企業の専門人材による取引
  拡大の支援
・ＧＸ関連サプライチェーンへの参入支援

30
産業技術イ
ノベーショ
ン課

次世代モビリティ産業参
入支援事業費

13

・次世代モビリティ産業への新規参入と取引拡大の
  支援
・東北・北海道の自動車の新技術や新工法をＰＲす
　る８道県展示商談会の開催
・次世代モビリティの技術情報に関するセミナー等
  の開催

31
産業技術イ
ノベーショ
ン課

半導体関連産業拡大支援
事業費

3
○

一部

・半導体関連産業における県内中小企業の販路開拓
　支援【新規】
・半導体に興味を持つ学生を対象とした工場見学会
　の実施【新規】
・九州地方における大規模展示会への出展支援

32
産業技術イ
ノベーショ
ン課

水素利活用関連産業振興
事業費

1
・水素利活用及び業界動向に係る情報提供
・水素利活用関連産業への参入勉強会の開催

　⑤　災害・危機に強い産業基盤の構築

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和７年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

33
商業振興・
経営支援課

中小企業経営力強化支援
事業費（うち事業継続力
強化支援事業）

10
・県内中小企業・小規模事業者の防災対策等の事業
　継続力強化の取組みに対する支援

34
商業振興・
経営支援課

被災中小企業支援事業費 56
・令和６年７月25日からの大雨により被災した中小
　企業・小規模事業者の施設・設備等の復旧経費へ
　の支援

２
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